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4. おわりに(以上本号)

3. í刺戟」としての社会主義賃金

3.1.賃金の刺戟化機能

前章においてあきらかにしたように，社会主義のもとでも賃金は「刺戟」として利用されて

いる。乙れは賃金の「機能」の問題である。

賃金の機能に関して，かつては 2 つの機能，すなわち，刺戟化機能と福祉(あるいは生活水

準)向上の機能，が指摘され確認されていたにすぎなかっ d! だが，主として70年代後半頃か
ら賃金の特質の解明とともに，賃金の機能が量的同質的同検討の対具され，今日では
(賃金の機能について統一見解が存在Jもし、といわれるほど)多数の機能が知られるようにな
ってきた。

(34) CM. ， φOpMbl Heo6xo.llHMOro npO.llYKTa npH COUHaJlH3Me, HayKa H TeXHHKa, 1976, cTP.61; 3λyToXHHa， φyHKUHH 

3apa6oTHOH nJlaTbl B pa3BHTOM C OUHaJlHCTH'leCKOM o6mecTBe， α3KOHOM附eCKHe HayKH)) 1983, _M.3 , CTP. 68. 

(35) 3. JIYToxHHa, YKa3. CO可.， CTP. 62. 

(36) I…経済学者のあいだに…賃金の機能の理解そのものに関して統ーがみられない。J (Tpy.ll H ero MaTe抑制bHoe

CTHMy JlHpOBaHHe npH C OUH制H3Me B yCJlOBHHX yCKopeHHH HTf1， λry， 1987, C叩. 135.) 
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宮坂純一

例えば，ルトヒナ (3.λyrox聞a) は，「いままでとは異なる方法論的立場かと，賃金の機
能をつぎのように抽出している。彼女によれば，賃金は，まず「個人所得」類の一員として，

一般類的機能を遂行する。生活上の諸欲求が充足される手段，労働力の再生産の手段，生活上

の財の配分手段，住民の支払能力ある需要の形成手段，がそれで、ある。ただし彼女によれば，

「賃金は，その他の種の個人所得と，全体としての類には存在しないような特別な機能が固有

であるという点で，相異しているム乙の乙とは，賃金が，一般類的機能とともに，その種的特

徴のあらわれと確立のために更に特殊的機能を遂行しなければならないことを意味している。

そのような特殊的機能として，例えば，つぎのようなものが挙げられる。

(1) 働き手の平等の保証。社会主義のもとでの賃金の特殊な機能の 1 つは，個人的消費にあて

られる社会的生産物の分配に参加しているすべての働き手に基準の統ーを保障する乙とに存

在している。乙れは，労働l乙応じた分配の経済法則の賃金への影響によって条件づけられた

ものであり，その影響のもとで，労働が分配の主要な基準となる。そして，乙の基準が，階

級，性，年齢，国籍，職業などに関わりなしすべての働き手に平等にあてはまる。賃金決

定の際の基準はすべての人々に統ーしており平等である。これによって，賃金は(直接的生

産の諸関係にその基礎がおかれている)平等を実現する。

(2) 刺戟化機能(乙れについては後の行論にて詳細に検討するL

(3) 測定機能。賃金はもう 1 つの機能一一生きた労働の支出の測定手段一ーを遂行する。現象
ヲラス

の総体的属としての個人所得は生きた労働の支出への比例という全般的な特徴を有していな

いためにそれは全般的な測定機能を果たすことはできない。その点，賃金には乙のような機

能が固有であり，例えば，企業では生きた労働の支出の測定のために以前から賃金が利用さ

れ(特K，創りだされた生産物の原価と原価の計算の場合) ，働き手の賃金が，乙の場合，

支出された生きた労働の測定手段として役立つている(あるいは換言すれば，測定機能を遂

行している)。また，国全体にわたって統ーされた賃率等級表や技能資格便覧を基礎に，従って

中央集権的に定められた賃率額や俸給額を土台として(そして支出された労働に比例して)決

定された賃金は，計画的な価格形成の場合の労働支出の意識的な測定のためにも適用されて

いる。 ζ 乙にも賃金の測定機能が具体的にあらわれている。

(4) 物質的福祉のたえざる向上の手段。社会主義のもとでは，賃金は物質的福祉のたえざる向

上の手段としての機能をも遂行している。乙のような機能は，賃金が勤労者の個人所得の基

本種であるがために，賃金に固有である。ただし，乙の機能の特質は，賃金がその福祉水準

に影響を与える，という点にあるのではない。そのような影響の性格(福祉が，賃金の影響

のもとで，たえず向上する，という性格)が問題なのである。

間 3. J1yroxHHa, 3apa60THaH .゚/IaTa: 3aKOHOMepHOCTb H np06凪MbI 中OpMHPQBaHHH， HaYKa H TeXHHKa, 1978, CTP. 38 
-42. 

側 CM.， TaM lK e , CTP. 42-62. 
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物質的刺戟の理論と実際 (II)

いままでの賃金の諸々の(一般的機能であれ特殊的機能であれ)機能は，それが経済的機能

であるという点では，同ーである。しかし，賃金の機能は経済的機能に尽きるわけではない。

それら以外にも，賃金はもう 1 つの特別な役割を果たしている。賃金は，経済現象と経済過程

への影響とともに，社会的諸関係にも影響を与えているのであり，賃金の「生命作用」のこの

ような方向が賃金の社会的機能として解釈されている。

正確にいえば，これは 1 つの機能で、はなく，若干の機能である。しかし，それらは経済的機

能と全体として相違している(社会的志向性によって連合している)ために，それらは全体と

して社会的機能として位置づけられている。

第 1 I乙，社会的機能は，社会主義のもとでの賃金が勤労者を育成し，労働への興味を強化し，

それを通して第一の生命欲求への労働の転化を促進する，という点に，あらわれる。

第 2 I乙，労働活動の過程において，そして労働活動によって，働き手は創造性への関心を身

につけていく。人々は，いままでの世代がその経験によって獲得してきた労働熟練をマスター

し，新しい諸条件と欲求をヨク考慮し，労働過程に自分独特なものをつけ加えるのである。こ

のことは満足をもたらし，人聞に社会での威信をっくりだす。創造性の喜びは，いつか認めら

れそして物質的に道徳的に奨励されて，その喜びをまた味わおうという欲求を生みだしていく。

そして，乙のことが，個人の発達に，その精神的欲求の高揚に，創造的可能性の拡大に，影響

を及ぼさざるを得ないのである。乙乙では，賃金は創造的イニシアティブ性を奨励し，創造性

への興味を発達させるという機能(役割)をになっている。

第 3 I乙，賃金は社会の成員のなかに集団主義の発達を促進し，作業における同志的協力と相

互援助への欲求を引きおこし，それによって勤労者の相互理解と協同を強化し，働き手l乙，労

働上の協力(相互助力と共同責任)の習慣を育成する。これも賃金の機能の 1 つである。それ

は集団主義の発達の手段として役立つ。

第 4 I乙，賃金は，社会主義社会の成員の単なる労働上の能力だけではなく，社会的能力の発

達をも助成する手段である。賃金のこのような影響は，賃金が単に労働の量だけではなく，労

働の質にも依存している乙とと結びついている。そして，このことは，賃金がそのような方途

によって個人の調和のとれた発達を促進することを意味している。

第 5 I乙，賃金の道徳的・威信的機能を考慮に入れなければならない。それはi 支出された労

働の量と質を反映することによって，働き手の労働功績の社会的承認を証明するのであり，正

しい組織のもとではそのような承認の比較基準を示している。そして，このことが，勤労者の

道徳的気分に，彼の威信上の地位に影響を与える。

以上紹介してきた賃金機能の解釈が現在のソ連邦において必ずも承認されているわけではな

(39) 社会的機能はあまり経済的文献にて検討される機会がなかった (TaM 淑e， CTp.) が，これについては， ﾁ. 

MeJIHx, COUllaJIbHaH ゆyHKUlIH 3apa白THOÌÎ nJIaTbl , B KHHre OnJIaTa TPy}l,a npH COUll剖H3Me: BO日pOCblTeopHH H npaKｭ

THKH, 3KoHoMHKa, 1977, CTp. 84-105 も参照されたい。
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宮坂純

く，機能のとりあげ方は論者によって様々である。しかしながら，賃金を問題にしている人々

のほとんどすべてが例外なくなんらかの形でその刺戟化機能をとりあげている乙とも事実であ

る。しかも，乙の機能は，賃金の上昇とともにまたある程度それに依存して， (賃金フォンド

1 ルーブル当りで計算すると)工業生産の産出量が毎年増加してきている乙とによって，ルト

ヒナらによれば，実証されている(表 1 )。本章でも，賃金の最も重要な機能として，この刺戟

化機能に注目する。ただしその機能を(他の諸々の機能とは無関係l乙)独立してとりあげるの

表 l 賃金フォンドと工業生産物の相互関係(ソ連邦全体)

工業の平均 平 均 工業生産 賃金フォンド 賃金フォンド 1 ルーブル
年 生産人員数 賃 金 物 量 の 総 額 当りの工業生産物

(1 ，000人) (Jレーブ、ル) (10億ルーブル) (1 ，0∞ルーブ、ル) (Jレーブ、ル)

1960 22, 620 1, 099.2 157.4 2准， 863， 904. 。 6.3 

1970 31, 593 1, 599.6 374.3 50, 536, 162.8 7.4 

1971 32, 030 1, 654.8 395.7 53, 003, 244. 。 7.5 

1972 32, 461 1, 705.2 420.0 55, 352, 497.2 7.6 

(出典)φOpMbl Heo6xoJlHMOrO npo.nyTTa npH COL{HaJlH3Me, HaYKa H TeXHHKa, 1976, CTp. 63. 

ではなく，他の(社会的機能をも含めた)機能との有機的関連のもとで刺戟化機能の内容を検

討し，「刺戟」としての賃金の社会主義的意味を確認すること，が以下の目的である。

3.2 賃金格差と刺戟

3.2.1.賃金政策にみられる格差の傾向

賃金の刺戟化機能は，ソ連邦の共通の理解に従えば，労働に応じた分配の原則の利用に依拠

して，実現される。なぜならば，労働に応じた分配が，賃金管理に， 2 つの要求を呈示するか

らである。第 1 に，等しい労働に対して等しい報酬を保障しなければならないこと(同一労働

同一賃金L 乙乙から，社会主義は，資本主義諸国において存在している，性，出自，人種，国

籍，の相違l乙伴う，賃金の差別化，を根絶した，との理解，がうまれる。社会主義企業の賃金

決定の基本原則は同一労働同一賃金である。だが乙れは異種労働異種賃金でもあり，量と質が

異なる労働は異なっで報酬されなければならない。これが第 2 の要求である。乙の乙とは労働

貢献が大であればあるほど賃金が高いことを意味し，格差を前提(内包)している。そしてこ

の格差が，現実には，賃金の刺戟化機能を規定すよもで、ある。従って，ソ連邦の労働者は賃金

(40) r賃金を問題にしている人々はほとんどすべてなんらかの形で刺戟化機能をとりあげている叫 (φopMblHeo・

6xo且HMoro npo.nyKTa.... ・・， CTp. 61.) 

削) r賃金の刺戟化機能の実現は労働に応じた分配原則の利用 l乙依拠している叫 (CHCTeMa ynpa町四HH Tpy且OM B 

pa3BHTOM COL{. o6lUeCTBe, 3KoHoMHKa, 1980, CTp. 210.) 

同 「生産物創造への労働者の貢献が大で、あれば大で、あるほど賃金が高くなる乙とが…・・・賃金の刺戟化役割を決

定する叫(B. λOKTeB， 3KOHOM則eCKHe pbltJarH ynpaBJleHHH B yCJlOBHHX pa3BH叩ro COL{HaJIH3Ma, l3eJlapycb, 1976,cTp. 61.) 

刺戟化機能を規定する要因はその他にもいくつかあると思われるが，乙乙では特1(.，格差l乙注目した。
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物質的刺戟の理論と実際(ll)

の主要な部分を賃率制度を通して支払われている。そして，乙の賃率制度は次の要素から成

りたっている。すなわち，①賃率額 (TapH蜘ble CTaBKH) ，②賃率表 (Tap叫H朗 ceTKa) , ③賃率

技能資格便覧 (Tap岬HO・KBa.JI岬IHKaUHOHHb旧 cnpaBO明日K) であり，乙れらに④地域調整給 (pa員0 ・

HHble K03紳HUHeHTbIK 3apa6oTHOH n.JIaTe) が含められることもある。ソ連邦の企業では，これら

①②③の組合せによって賃金(いわゆる基本給)が決定されている。

この賃率制度にもとづく支払部分に注目するならば， 1980年代の前半までは，ソ連邦の.労働

者の賃金格差はつぎのような契機はって生じていff!
1.従事する作業ごとに賃率に「格差」が存在することが大前提となっている。すなわち，工業

部門の様々な作業が，原則として， 6 等級に格づけられ，それぞれの等級ごとに賃率が設定

されている。この「格づけ」の要因は，労働の複雑度，正確性，責任度であり，作業の複雑

度が基本的な役割を果している。また，労働者も，その技能資格によって， 6 等級に序列づ

けられている。例えば，機械製作業では次の基準でおこなわれている。

l 等級一一わずかな予備教育による労働者

2~3 等級一一単純な作業を独りで遂行できる程度の中位の技術をもっ労働者
4~5 等級一一一独りで各種を遂行できる熟練労働者

6 等級一一独りで機械の調整ができ，複雑な各種の作業を完全にこなし，かつ他の未熟練労
働者の作業の指導がで、きる高度の熟練労働者

〔これは，賃率技能資格便覧を経て，賃率表に具体化されている。〕
ll. 但し

1. 同一等級の作業に就いても

④ 部門ごとに格差が生じている(労働の国民経済的意義L

⑨ 同一部門内部でも，企業の技術過程や労働組織の特殊性に応じて，格差が存在してい

る(企業の国民経済的意義)。

の 同一企業内部でも，賃率は労働条件ごとに 3 ランクに分れており，格差が存在してい

る〔労働条件(労働の重軽度，有害度)J。

2. 賃金の支払形態によっても格差が在在している。すなわち，出来高払労働者は時間払労

働者に比べると賃率が若干高い(労働の強度，緊張度) (これはそれぞれの賃率額に具体化さ

れている〕。

また，ホワイトカラーは自己の基本賃金の主たる部分を職務俸給制度を通して支払われてい

る。ホワイトカラー労働者の職務俸給制度は労働者の賃率制度を修正したものである。乙れら

制度の相違は，技能等級便覧の代りに，職務目録(職務熟練目録)が，適用され，賃率表の代り

に，職務俸給表が適用され，また，第一級の賃率額の代りに，基礎職務俸給が，適用されるこ

附 ζ れに関しては，宮坂純一著『現代、ノ連邦労務管理事'情.1，千倉書房， 1987年，第 5 章および第 6 章を参照

されたい。
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宮坂純一

と， 1乙見出すことができる。ともあれ，乙の制度の要が職務俸給表( CXeMbI 瓦0λ }J{ HOCTHbIX

OKλa且OB) である。職務俸給表とは従業員の職務熟練(1l0JI }J{ HOCTHa兄 KBaJIH仰KaUHH) を労働

支払額ごとにク*ルーピングしたものであり，職務目録 (nepe可eHb 江OJI }J{ HOCTH) とその個々の

職務の俸給月額が記されている。そして，ホワイトカラーの賃金格差は，その基本部分に関し

て云えば，つぎの契機によって生じている。すなわち，従事する職務ごとに，賃金に格差がある。

但し，

1. 同一名称職務についても，

④ 部門グループあるいは部門ごとに格差がある。

⑨ 同一部門内でふ企業ク事ループあるいは企業ごとに格差がある。

の 同一企業内でも，職場クツレープあるいは職場および、職区ク事ループあるいは職区ごとに

格差がある。

@部門間だけではなし同一部門そして同一企業内でふ労働条件が違えば賃金に格差

がある。

2. 同一企業(そして同一職場，職区)の同一職務についても，「俸給ヴイルカ」によって

賃金に格差が生じている。(俸給ヴイルカは格職務ごとに最高額と最低額が定められるこ

とを指し，いわゆる範囲職務給に相当するJ

賃金の格差づけは，中央集中約(社会全体のレベ、ル)だけでなく分権的(企業のレベル)に

もおこなわれている。カルプーヒン(Jl・ Ka阿X耐とアナニエワ (10. AHa貼叫によれlf 前
者は労働の量と質に応じた分配であり，国家的賃金調整によって，現実には賃率条件で，具体

化される。それに対して，後者は労働結果に応じた分配であり，プレミアムの配分で具体化さ

れる。本章で格差という場合，それは平均賃金の格差ではなく，特に乙とわらない限り，賃率

(俸給)部分の格差，に限定している。ソ連邦の賃金はいくつかの部分〔例えば，基本賃金

(賃率部分とプレミアム) ，補完賃金(各種の手当) J から構成されている。従って，賃率部分

は賃金総額からある程度離れるが，その部分が国家の政策によって決定され，国民経済のすべ

ての部門に適用され，賃金の他の部分の計算もなんらかの形で賃率(俸給)額をベースとして

計算されていることを考えると，賃率額の格差を検討する乙とによってソ連邦の「賃金」格差

の傾向をよみとることは，ある程度，正当化されると思われる。

ソ連邦の賃金(率)格差を概観すると，いままでは(特に1950年代の後半以降)格差縮小傾

向が，基本的には，維持されてきたが，今回のペレストロイカに象徴される賃金改革において

逆の動きもでてきている。(刺戟の基礎でもある) r格差」の社会主義的意味をあきらかにする

まえに，革命以降の賃率格差の「事実」を(いくつかの賃金改革の検討を通じて)確認する。

制 CM.， On.naTa TPYila npJt ε0閉a.n1l3Me， CTp. 65 -66. 

畑例えば，宮坂純一，前掲書， 184-185 ページ参照。
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物質的刺戟の理論と実際(II)

(1987年から精力的に押しすすめられている賃金改革の対象となった)現行の賃金制度の基礎

およびその組織原則は1950年代の中頃以降に確立した。

しかし，ソ連邦で，賃金の中央集中的調整の基礎として，賃率制度が確立したのは革命直後

のことである。例えば， 1917年12月に鉄道労働者に賃率表が適用された。この措置は鉄道輸送

のすみやかな展開が当時のソビ、エト権力の最優先課題であったことの反映であり， 1918年 7 月

比は，人民委員会議の法令によって，モスクワやレニングづードの大企業や官庁の労働者と職

員に賃率表が導入される乙とになった。賃率の両極格差は 1 : 2.3で、ぁよ!そしてこの賃率表
が，若干の変更・修正を経て，ソ連邦全体へと普及していった。

1919年に，全ソ労働組合中央評議会 (BUCnc) の掲案にもとづいて，統一35等級賃率表

が導入された(ただし， 35等級のなかで，最初の14等級は労働者にあてられたが， 15~35等級

は技術労働者にあてられた)。これは国民経済のすべての部門の働き手を対象としたものであり，

その賃金組織の基礎となった。ここに，性・年令・国籍による賃金格差，が完全に最終的に徹

廃されたのであり，同一労働同一賃金原則が確立した。ちなみに，賃率の上下両極差は 1 : 5 

であ JL働者の最低賃率と最高賃率の格差は 1 : 1.9で、乳た( 2 倍以下であること阻目せ
よ L

(51) 

そして， 1921 ~22年に，「賃率改革」がおこなわれた。これは，ネップへの移行とともに，

労働者要員の企業への定着・労働生産性の向上・労働規律の高揚が意識的に賃金制度および形

態と結びつけられるようになったことの反映であり， (現在から評価すれば)物質的関心原則

の首尾一貫した実現をベースとして賃金改革が実施さ治こので、あった。この乙とを象徴的に示
しているのが1921年の(レーニンが 9 月 10 日付で署名した) r賃率問題に関する基本命題」と

いう(ロシア共和国人民委員会議)法令であり，これによって「平等主義」克服の方向が打ち

だされた。その後 (1921年 9 月 20~26日の)全ソ賃率会議を経て， 1922年に， (すべての労働

者と職員を対象とした)統一17等級賃率表が作成され導入さ必こ旦新しい賃率表では， 1 ~ 4 

等級が見習工， 5 ~ 9 等級が労働者， 10~13等級が計算・統制労働者， 14~17等級が管理・技

(46) B. 旧ep6aKOB， 口OBblweHHe cTHMy.nHPYlOllleH pO.nH 3apa6oTHoH n.naTbl， αCOUHa.nHCTHlJeCKHH TPY且内 1987, .NH. CTp. 20. 

仙の Tpy:且 H 3apa6oTHaH n.naTa B CCCP, 3KoHoMHKa, 1974, CTp. 258. 

(48) TaM )J{e. 

側 TaM )J{e. 

間1) E. rHMne.nbcoH，唱oeHHblH KOMMYHH3M" : no.nHTHKa, npaKTHKa, HJleo.norHH, MbIC.nb, 1973, CTp. 169. rだが，実

際 l乙は，乙の時期 lζ は異種労働にたいする報酬の均一化がおこなわれていた。形式的な賃銀表があったにも

かかわらず，実際には，報酬は労働者の遂行した労働の質，熟練もしくは種類と無関係に定められた叫 (アレ

クサンダー・ M ・パイコフ著野々村一雄・岡稔共訳『ソヴェート同盟の経済制度上巻.!.東洋経済新報社，昭

和29年， 56ページJ

(51) Tpy Jl H 3apa6oTHaH nJ1aTa B CCCP, CTp. 12. 

(52) Y!CTOPHH COUHa.nHCTH可eCKOH 9KOHOMHKH CCCP (II) , HaYKa, 1977, CTp. 229. 

(53) TaM )J{e. 

(54) . TaM. )J{e. 
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宮坂純一

術人員，にそれぞれあてぬ，その全体としての賃率両極格差は 1 : 8 で、ぁ界こが，その内部
では，労働者には 1 : 3 ，職員には 1 : 8 ，技術労働者には 1 : 2.5 , f乙定められた。これは賃

率表の多様性を減少し同時に働き手の技能資格および労働の複雑性に応じて賃金格差を拡大す

る乙とをめざした措置であ次これが，四26年まで，賃金制度の基礎として適用されJ!
工業化の時期になると，賃率制度に(賃金格差の拡大を前提と♂こ)変更がもたらされた。

信1)

1927年に，「職員の賃金は労働者とは別個の俸給表により定めるという万式への転換」ととも

に，労働者に対しても，いままで適用されていた(すべての産業部門を対象とする)統一賃率

網に代わって，部門ごとに，その部門の国民経済的意義を基準とした賃金の部門間格差づけを

目的とする，賃率網，が導入された。

しかし， 1927~28年に賃金の均等化傾向をなくす若干の措置が講じられたにもかかわらず，

その後，主要な部門の賃金水準も低下し，熟練労働者と非熟練労働者の賃金格差が縮小し，そ

の結果，多数の賃率表が「誤っ 41 作成されるようになっていった。そのため， 1927年の賃率
体系は再改革をせまられ， 1931 ~33年に「新しい賃率改革」が実施されるに至った。この改革

の主要課題は，国民経済の主要部門や主要企業そして個々の企業では主要職種の労働者に高賃

金を保障する J3L であり，単に労働の複雑性だけでなく，労働条件や労働の社会的意義が重
要視され，賃金格差拡大の方向がとられJ! 例えば，改革の過程で，新しい賃率表が導入され
たが，それは，いままでの両極格差 1 : 2 f乙代わる，両極格差 1 : 3.8の賃率表で、ぁ芥こ。こ
の格差は若干の部門では更に大きく，例えば鉱業では 1 : 4.4であったし，機械製作部門では

両極格差 1 : 3.6の 8 等級表が導入されている。そしてこの格差が，若干の修正はあったが，

1956年の改革まで維持さd弘、つた。
だが， 1930年代後半以降，労働者内部および労働者と技術労働者の聞に(賃率制度上)かな

りの格差拡大の方向がめざされたにもかかわらず，現実には，稼得賃金ないし平均賃金に関す

るかぎり，逆に，格差縮小傾向が次第にみられるようになっていった。フルシチヨフが第20回

(55) TaM lKe. 

(56) 小野一郎著『現代社会主義経済論一理論と現状.J)，青木書店， 1979年， 235ページ。

(57) TpYIl H 3apa6oTHaH nJIaTa B CCCP, CTp. 260. 

(58) TaM lKe, CTp. 12. 

(59) I1CTOPHH COUHaJIHCTH'leCKO� 9KOHOMHKH CCCP (II) , CTp. 230. 

(60) B. Ko可HKHH， OOJIHT9KOHOM則eCKHe acneKTWCTHMYJIHpOBaHHH TPY且，a ， 3KOHOMHKa, 1986, CTp. 190. 

(61) 小野一郎著，前掲書， 236ページ。

(62) I1CTOPHH COUHaJIHCTH羽田oìí 9KOHOMHKH CCCP (ffi) , CTp. 71. 

(63) TaM lKe. 

(64) H. MaJIbueB, Op06JIeMbI paCnpelleJIeHHHI B pa3BHTOM COU. o6lUeCTBe, ',3KoHoMHKa, 1976, CTp. 138. 

(65) TaM lKe. 

側 「乙れらの相互関係が，若干の変化はあったが， (1956年)賃金調整のはじまりまで維持された叫

(TaM lKe.) 
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物質的刺戟の理論と実際 (11)

党大会 (1956年)において，当時の「現状認識から出発して，『労働報酬の支払に正当な秩序

をあたえるという重要な政治的・経済的任務』を提起し……， 『働き手の個人的な物質的関心

の原則を実現することが，生産の着実なもっとも重要な条件である。』として，『物質的関心と

いう有力なて乙を十分に利用」すべきことを強調した」のは，まさしく，賃金における「悪平

等」現象，同一労働同一賃金原則および物質的関心原則の遺伝，が広く認識されていたからで
あった。附年賃金改r(ynO問問酬はこの大会附ける問題提起にこたえる形ではじま
った。

この賃金改革は，基本的には，いままでの多様な賃金制度を整理し賃金制度の統ーをめざし

たものでfi 賃金組織の改善に 4 つの「新しLq アプローチがあらわれた。(1)最低賃金の体
系的引きあげ方針， (2)賃金の不当な格差の是正， (3)賃金の中央集中的な国家的指導の基盤とし

ての賃率部分の役割の向上， (4)急速に変化する技術進歩や労働組織に照応した賃金形態および

体系の導入，がそれである。

この改革の具体的な成果のいくつかを数字で示すと，つぎのようであった。まず第 1 f乙，賃

金の所轄官庁ごとの相違をなくし生産部門ごとに統一的な賃率表を確立することによって，同

一労働同一賃金原則の首尾一貫した実現がはかられた。すなわち， (いままで約2000種類もあ

った)多数の賃率表が12に整理され，また1000以上に及んだ最低賃率も 49に統合され，賃率制

度の統一性がかなり回復された(表 2 参照)。

賃率表の数

部 p~ 

改革前 改革後

製鉄工業 30 3 

非鉄金属工業 79 3 

石油工業 35 2 

化学工業 40 2 

機械製作および
1000以上 1 

金属加工工業

間小野一郎著，前掲書， 241ページ。

第一等級の賃率額
の 数

改革前 改革後

31 5 

186 8 

100 15 

72 9 

1000以上 12 

表 2

(出典)

B. Mallep, 3apa6oTHa耳目JIaTa B nepllO.ll 

nepeXO.lla K KOMMyHII3M~ 3KOHOMII3且aT，

1963, CTp. 149. 

(68) CM., HCTOPIIH CO[ij1aJIIICTII明CKOH 3KOHOMIIKII CCCP (VI) , CTp. 276 -277. 

側 この改革(正確には賃金調整)は，生産部門では第 6 次 5 カ年計画期(1956-60年) I乙，非生産部門では第

7 次 5 カ年計画期 (1964-65年)に，実施された。 (CM. ， Tpy且 11 3apa6oTHaH nJIaTa B CCCP, CTp. 240.) 

聞 この時期l乙，同時に， 8 時間労働日から 7 時間労働日への移行がすすめられた。

。1) Tpy且 11 3apa60TH印刷aTa B CCCP, CTp. 240. 

(72) CM., B. Mallep, 3apa6oTHaH nJIaTa B nepllO.ll nepeXO.lla K KOMMyHII3My, 3KOHOMII3.llaT, 1969, CTp. 146-150. 
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宮坂純一

第 2 ，乙，最低賃金の引きあげについてであるが，ソ連邦では， 1957年からそれがはじまり 4

固にわたって引きあげられてきた。(表 3 )0 まず1957年に27~35ループ、ルへと引きあげられ，つ

ぎに1959年には40~45ルーブ、ルへと引きあげられた。そして，建国50周年を記念して， 1968年

に，月額45ルーブ、ルから 60ループ、ルへと引きあげられ， 1972年の第24回大会において月額最低

賃金70ルーブ、ルと定められ，その後それが続いてきた。

表 3 労働者およひ職員の最低賃金の絶対的

および相対的引き上げと平均賃金

年 最低賃金(ルーブル 引き上げ率(%) 平均賃金(ループ、刈

1957 年 27~35 100 76.7 

1959~65年 40~45 128~148 96.5 

1968 年 60 171~222 112.7 

1976~80年 70 200~255 155.2 

(出典) P. Ma3HToBa, 3apa6oTHaH n./faTa H np06JIeMbI ee B3aHMOCBH3H C 9KOHOM刑eCKHM HHTepｭ

ecaMH, 113.ll-BO Ka3aH yHHBepCTeTa, 1983, CTp_ 59; 

JI. KYHeJIbCKHH, 3apa6oTHaH nJIaTa H CTHMy JIHpOBaHHe TPY且a， 3KoHoMHKa, 1981 , CTp. 

96. 

第 3 IL.，物質的関心の強化および賃金の両極格差縮小という 2 つの主要課省主現に向けて，
いままで適用されていた 8 ~10~12~14等級の賃率表の代わりに，大部分の部門では， 6 ない

し 7 等級賃率表が適用されるようになった(表 4 )0 そしてこれに伴い，賃率の両極格差が，原

則として， 2 倍以内におさめられ，賃金格差は縮小の方向へとむかつた(表 5 )0 

表 4

部門

鉄工業

非鉄金属

化学工業

機械製作・金属加工

木材調達

ガラス工業

軽工業

織物工業

間小野一郎著，前掲書， 241ページ。

賃率表の等級の数

改革前 改革後

10 8 

8, 9, 10 7 

7, 8, 10, 12 7 

7, 8 6 

10 6 

8, 15 6 

7, 8, 9 6 (出典)

数 6 
B. MaHep, Y Ka3. CO可.， CTp. 

148. 

同 H. MaJIblleB, YKa3. CO可.， CTp. 146_ コンベルクとスシキナの論文において，この期間賃金格差が縮少傾向を
示した乙とが，具体的な数字で，あきらかにされている。 (CM.，兄 rOM6epr ， JI. CYllIKHHa, OCHO聞ble HanpaBｭ

JIeHHH !lH紳epeHllHH 3apa6oTHo曲目JIaTblpa6σrHHKOB npOMbIIllJIeHHOCTH, (( 3 KOHOMH可eCKHe HaYK目、 1982 ， .NH ,cTP. 60-67) 
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物質的刺戟の理論と実際 (n)

表 5

部門
両 極 格 差

改革前 改革後

25 -3.6 2.6 

2.3-2.5 2.0 

2.4-2.6 1.8 

1. 6-2.2 1.8 

非鉄金属工業

機械製作・金属加工

軽工業

食品工業

(出典) TaM 附.

。日

そしてその後， 1972年の終りから「新しい賃率体系」の導入がはじまり，第 9 次 5 カ年計画時

(1971-1975年)には月額最低賃金が70ルーブルに設定されるとともに，いままでの 2 つのタ

イプdb覧の代り lムすべての部門に義務的な統一賃率技能資格便覧 (E，朋H凶叩帥HO-KBaJIH・
φHKaUHOHHblH CnpaBO即日K H npo<jJecc凶 pa60tIHX) が導入された。乙の統一便覧は，所属省庁に関

わりなくまた部門別にでもなく，国民経済のすべての部門の企業に，適用される乙とになった。

それとともに，生産部門では，基本的には， 6 等級の賃率表が定められるに至った。 1956-60

年の賃金調整後は， 6 等級の賃率表とともに，いまだ7 ，8 ，あるいは10 さらには12等級の賃率表

も適用されていたが，第 9 次 5 カ年計画時の新しい労働支払条件の導入後は，圧倒的大多数の

労働者 (95%) が 6 等級賃率表を適用されるようになっ df 但し，乙の 6 等級賃率表には 3 種
類あり，それぞれが表の幅を異にしている。 1 つは鉱業，石油採掘業等々で適用されている表

で，最低と最高の等級の格差が1.o:1.861乙定められている。第 2 のタイプは化学工業，石
油加工業，機械製作業，紡績業，皮革産業で適用されており，その格差は， 1.0: 1.71である。

第 3 のタイプは軽工業や食品工業で適用されており，格差は 1.0: 1 ・88であ点但し，電気エ
ネルギー産業では 7 等級がいまだ維持され，その格差が 1 : 1 ・9 となってい♂また，極めて複
雑なそして高生産的機械に従事している労働者に対しては，多くの部門で，等級外の賃率額が

定められており，その額は 6等級のそれの12.5%増になって lJE(ただし，製鉄業の基本職

(75) H. Ma品ueB， YKa3. CO可.， C'rp. 153. 

間 それまではソ連邦の工業において 2 種類の賃率技能資格便覧が適用されていた。 1 つは所与の生産部門にの

み典型的な職種，専門，作業を含んだ部門別賃率技能資格便覧であり，もう l つは様々な部門に共通する職種

(いわゆる横断的職種)や作業を規定した部門間賃率技能資格便覧(統一便覧 E.llHHb説明問中HO・印刷日抑制朋OH

Hblﾜ cnpaBO可HHK pa60可HX CKB03HblX np崎町CH曲といわれている乙ともある)であった。

開凡 KYHeJlbCKHÜ， OOBblw.eHHe CTHMYJlHp戸ow.eü 恒OJIH 3apaﾕOTHoA nJlaTblH onTHMH3aUH耳 目 CTPYKTypb~ 3KoHoMHKa, 
1975, CTp. 104. 

。8) H. MaJlbueB, YKa3. CO可.， CTp. 153. 

(79) TaM �e. 
(80) λ. KOCTHH, A. M則的KOB， CTHMÝJlHPYIOw.a兄仰品 OnJlaTbl no TPY.llY, 3HaHHe, 1977, C叩. 19. 
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宮坂純一

場では， 8 等級賃率表が適用されており，最低と最高の格差が1.0:2.1になっている)。以上の

一部をまとめると次表のように示される

表 6

生産部門と 等 級

賃率表の指標 I H 田 町 V 百

鉱 業

賃率係数 1.0 1.11 1.22 1.38 1.58 1.86 

相対的増加率.(%) 11 11 13 14 18 

総対的増加 0.11 0.11 0.16 0.20 0.28 

化学，石油加工，紡績，機械製作

賃率係数 1.0 1.09 1.50 1.71 

相対的増加率陥) 9 11 I 11 13 14 

絶対的増加 0.9 0.17 0.21 

軽工業，食品業

賃率係数 1.0 1.07 1.38 1.58 

相対的増加率悦) 7 7!  9 11 14 

絶対的増加 0.7 0.7 I 0.9 0.13 0.20 

(出典) 3KOHOM HK8 TPY.ll8, Bblcm8H 四OJI8， 1976, CTp. 254;r. 且BopeI脚兄 H

.llPY,. OP8HH38UI1H OnJI8TbI H CTHMYJIHpOB8HHH TpY.ll8 B npOMbIIlJ,lIeHHOCTH, 
CTP. 64. 

手のような賃金改革の結果，賃金に占める賃率部分の比重が高まり，基本的規制者としてのその役割が

再び向上した。例えば，労働者の場合はその地率が64%から71%へと高まり，技術労働者にあっても74%

から76%へとあがっている。(表 7 を参照)。

表 7

賃金に賃率 賃金調整 新 条 件
部分が占め 以 後 (1972-75年) 以 後
る割合協) 以 前 導入以前

労 働 者 57.4 76.6 64 71 

技術労働者 70 85 74 76 

(出典) CHcTeM8 ynp8BJIeHHH TPY.llOM B p83BHTOM CO民 06LlleCTBe， CTp. 244 から作成。

ただし，賃金の格差を， 60年代初期の賃金調整期後および68年以降の最低賃金60ルーブル導

入後と比較すると， 72年以降の最低賃率と最高賃率の格差は，石炭および機械製作部門を除く

と，賃金調整期後と比べると縮小しているが， 68年以降と比べると拡大へと転じている乙とが

(81) I賃率表に労働条件が考慮されている製鉄業においてのみ，等級の数は 8 つである叫 (3KOHOMHK8 TPY.ll8, 

BbIClll8H lllKOJI8, 1976, CTp. 244.) 
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わかる(表 8 )0 またその他にも，格差拡大を示すいくつかの変化を見出すこともできる。例え

ば，労働者がヨリ高い等級を獲得するにつれて，賃率額が累増的に増加していること，新しい

表 8

両極の賃率額の相互関係

工業部門 60年代初期の 68年以降の最 72 年の最低

賃金整理後
低賃金60ルー 賃金 70 ルー
プル導入後 ブル導入後

石炭(地下作業) 1 : 2.25 1 : 2.25 1 : 1.86 

石油(採油) 1 : 2 1 : 1.78 1 : 1.86 

化 学 1 : 2.31 1 : 1.67 1 : 1.71 

機 械 製 作 1 : 2 1 : 1.79 1 : 1.71 

織 物 1 : 1.8 1 : 1.47 1 : 1.71 

裁縫・製皮 1 : 1.8 1 : 1.38 1 : 1.58 

食 口ロ口 1 : 1.8 1 : 1.35 1 : 1.58 

(出典) 刀. KYHeJJbCKHìí, YKa3. CO可.， CTp. 113. 

労働支払条件に移行するまえは，労働条件に応じた賃率額は 2 つのクゃループに分類されていた

にすぎないが， 72年以降は，標準的条件のもとでの賃率額，重・有害条件のもとでの賃率額，

特に重・有害条件のもとでの賃率額，の 3 種の賃率額が適用されるようになってきたこと，が

それである。

これらの措置は，科学技術進歩という条件下において熟練向上とヨリ複雑な作業への労働者

の物質的関心を強化した結果であり，乙れは，技術革命の影響のもとで労働そのものの複雑性

の差異が縮小し賃金格差もそれに対して縮小せざるをえないという「理論」枠内において，格

差が拡大してきていること，を示している。

3.2.2. 現代の賃金改革の万向

社会主義のもとでの賃金政策は重要な一般的原則にもとづいておこなわれる。すなわち，す

べての働く人々に，例外なく，生活に必要な最低賃金を保障すると同時に，賃金は，彼らが支

(82) I新しい賃率表は賃率係数の累増原則にもとづいて構築されている叫 (r. llBopelij{aH H .llPY., OpraHH3aUHH 

OnJJaTbl H CTHMyJJHpOBaHI1H Tpy且a B npOMbllll.lleHHOCTI1, TexHiKa, 1979, CTp. 64.) その他の賃率係数の構造の型に

ついては，海道進著『社会主義賃金の理論ゎ ミネルヴァ書房，昭和45年， 79~80ページを参照されたい。

(83) M. MYTaJJI1MOB, 3aKOH pacnp回目eHI1H no Tpy.llY 11 erp' I1CnOJJb30BaHI1e B pa3BI1TOM CO斗 06meCTBe， 1980, CTp. 

88. 

(制例えば， 1970年代の後半には，つぎのような理解があった。 I賃率表の幅は，賃率制度の改正の場合，縮小

傾向を有している。これは，科学技術進歩と関連して，労働者の労働の複雑性の差異が縮小してきたこと，と

結びついている叫 (n. nYlUKI1H, c. 0日朝日HKOB， liaYQHaH OpraHI13a朋H TpY.lla 11 TeXHI1羽田oe HOpM叩OBa閉じ JIer. 

KaH I1H.llYCTpI1H, 1976, CTp. 275.) 
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個司

出した労働に比例して，格差づけられなければならない，という原則，である。ただし現実に

は，乙の一般的原則の枠内において，極めて多彩な賃金政策が考えられるのであり，事実，ソ

連邦でもそのような理解にもとづいて賃金政策が実施されてきた。例えば，賃率格差について

云えば， (本稿で利用した資料に拠れば)極めて図式的ではあるが，一応つぎのようにまとめ

られる。すなわち，革命後から戦時共産主義にかけて，たとえ「戦時共産主義下の共産主義的

熱狂に加えて，特異な経済的条件に強く影響された」とはいえ，ある種の賃金平等化が志向さ

れていた。しかしながら， 1921~22年の「賃率改革」を契機として賃率格差拡大政策がとられ

る乙とになり，その後1920年代後半から一時的に賃金格差縮小現象がみられたとしても， 1930 

年代前半からは再び格差拡大方針がとられ，その方針が1956年まで続いた。そして1956年の賃

金調整後は，一転して，賃金の国家的調整の強化とともに，格差縮小が追求されてきた。だが，

そのような一般的傾向の枠内で、格差拡大傾品存在していたのであり，それが今回の賃金改革
のなかで表面にでてきたのである。

第27回党大会 (1986年)は，第12次 5 カ年計画期 (1986~90年)およびそれ以降において国

民生活のすべての側面を包括する国民福祉増進計画を実現する乙と，を最も重要な課題とし男。
そして，その一環して労働者の賃率額と技術労働者 (11T P) の俸給額を平均して25~30%引

き上げ，平均賃金を月額13~15%引き 21Tる乙とが予定され，乙れに伴って「新しL11 賃率・
俸給制度が実施される乙とになった。乙れがいわゆる賃金改革である。

ソ連邦労働国家委員会賃金部長ヴェ・シチエルパコフ (8. 凹e向酬によれぷいままで
の賃金改善は，主として，低・中額稼得者の賃率や俸給をあげるととにもとづいて，お乙なわ

れてきた。すなわち，勤労者間にみられた貨幣所得額の著しい不平等を縮小する乙とが追求さ

れたのである。だがその結果，働く人々の賃金は(彼らの技能水準や労働能率にしばしば照応

(85). E. rHMneJlbCOH, YKa3. CO'l., CTP. 166-167. 

側小野一郎著，前掲書， 233ぺーフ。「乙のように，乙の時期の賃銀政策はなにか一定した原則によって動かさ

れていたのではなくて，非常事態によって動かされていたのであり，乏しい手持ちの必需品を，労働者の技能

と熟練の差異にかかわりなし生産に従事しているすべての労働者に分配するという必要によって動かされて

いたのである叫 (パイコフ著野々村他訳，前掲書， 57ページJ

間 例えば，すでに述べたように， 1956年の格差内ではあるが1972年以降に格差が若干拡大してきた乙と，賃率額

の累増現象，労働条件に応じた賃率額が3 段階に格差づけられた乙と，がそれであり，その他IL f>，賃金格差

の拡大は，特lζ，同一技能資格の範囲内で，働き手のイニシアテイブ，自発性，などの要因ごとに，プレミア

ム額が格差づけられてきた乙と，に見出すととができる。乙れは労働成果に応じた分配(後述)の 1 つの実践

でもある。(プレミアムの意味については，宮坂純一著『ソビエト労務管理論J ，千倉書房， 1977年， 209 ペ

ージも参照されたい。)

側 『ソ連共産党第27回大会資料集J，ありえす書房， 1986年， 114ページ。

側同上， 16Ðページ。

側同上， 228ページ0

(91) 同上， 116ページ。

開 B. 11lep6aKoB, Mepa TPYJla H ero OnJlaTa， αCO~H8JlHCTH'IeCKHH TPYが 1986， N04, CTP. 28. 
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しないほどに)平準化してしまった。「各人は労働に応じて」原則の違反がしばしば生じた，

との品伝はここから生じている。
今回の賃金改革も平等主義の克服をその 1 つの課題としていよ!乙の賃金平等化とはなにか
?具体的には何を意味しているのであろうか。これは，いうまでもなく，すべての働き手が，

その技能資格，生産過程における地位と役割，に関わりなし全く同ーの賃金を支払われてい

ること，ではない。(賃率の部門間格差をはじめとして)格差はつねに存在している。克服の

対象とされている「悪平等」とは，いわば「公式的な」格差のもとで，多数の企業内部におい

て，賃金が職種ごとにほとんど相違していなド，という状況，を意味している。

何故，このようなことが生じたのか。ソ連邦では，すでにあきらかにしたように， 1957年以

降， 4 固にわたって，低・中賃金稼得者の賃金の体系的な中央集中的な引きあげ策が意識的に

実施され，非熟練労働に有利な方向で格差が是正され，上下の賃金格差が縮小してきた。乙の

ような状況のもとで、は，「賃率の見直しJ (nepeTap帥I1KalU1兄)が10~15年ごとにおこなわれると

するならば，その期間中の技能の向上は，既存の賃率表を前提にすれば，自分の希望する賃率

額への上昇を意味しなかった(すなわち，等級をあげても，既存の制度のもとで、はh その高い

等級に自分の欲求にそった賃率額が与えられていないのだL 従って，自己の主観的に必要な欲

求レベルと現実の賃金(率)の聞の断絶が，物質的関心(技能資格向上への物質的関心)を呼

ぴおこさなかったのである(賃率額が自分の希望するほど増えないので，技能向上意欲がわか

ず，働く意欲も薄れてしまった)。それがために，企業は，現在の(生産計画，労働計画，など

の)水準を維持するために，具体的には，流動性を防止するために，等級の不当なつりあげ，

いわゆる保証給の設定，計画ノルマの引き下げ，事実に反したプレミアムの支払，という措置

をとるに至った。その結果，賃金は，労働者の技能資格の向上，熟練，労働結果， t乙関わりな

く，主観的に心要なレベ、ルに近づき，賃金格差は益々縮小したのである。

かくして， (このような現状認識にもとづく)今回の賃金改革では，例外なくすべての範轄

の働き手の賃率額と俸給額，特l乙，高熟練者および生産結果に重大な責任を有している人々の

そ d? の引き上げが，すべての生産部門附いて，予定されている。ま閣時に，現行の 6 等

。3) (( 餔 llJ1a.nI1CTH'JeCKI1H TPY且i内 1987 ， M1 , CTp. 9. 

例 「今回の賃金改革の課題は，簡単に云えば，賃金の刺戟化役割の強化，平等化の根絶，賃金組織のいままで

の欠陥の支服，である叫( CM. ， λ. KOCTI1H，口epeCTpOHKa CI1CTeMbl on.naTbl TpY.lla, (( BOnpOCbl 9 KOHOMI1問、 1987 ，

M11 , CTp. 4 1.)だが，平等主義との闘いは (1956年の改革がそれを目的としていた乙とからもわかるように)

今回の賃金改革だけの特徴ではないのであり，社会主義賃金改革はある意味で、はつねにそれとの闘いであった

のだ。

(95) CM. , A. KOBa.neB, COBep山eHCTBOBaHl1e pacnpe.lle.nI1Te.nbHblx OTHOlll.eHI1H Ha COBpeMeHHOM 9Tane， α3KOHOMI刊eCKl1e

Hay問、 1987 ， M4, CTp. 5 -6. 

(96) 大多数の労働者は平均して20-25%であるが，乙れらの働き手には賃率額を40-45%引きあげることが予定

されている。((( COllJ1a.nI1CTl1'leCKI1H Tpy.ll内 1987，川1 ， CTp. 10.) 
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級賃率表l乙代わって，部門(例えば，機械製作部門)によっては， 8 等級賃率表が適用され，

両極の賃率格差も拡大されている。例えば，機械製作部門では 1 : 1.71から 1 : 2.0へ，重工

業部門では 1 : 2.1から 1 : 2.3へ，軽工業部門では 1 : 1. 7から 1 : 1.8へ，と格差が拡がって

し11 。さらには，全体として，労働者の賃率額よりも技術労働者(日 TP) の俸給額の万がヨ
リ大きなアップ率が見込まれているが，その日 TP のなかでも，現在の 2 ランクを廃止して，

スペシャリストを 4 段階でラインク付ける方向が打ちだされている。例えば，技師 (HH舵Hep)

に関して云えば，いままでは技師と上級技師の 2 ランクだけで、あったが，今後は，技師，第 2 範

轄の技師，第 l 範障の技師，指導 (Be且Y山凶)技師，にランク付けされ，俸給額も 130 ルーブル

から 230 ルーブ、ルと上下 100 ループ、ルの格差が予定されている。

ラジカル (1∞) 
その他にも，ヨリ急進的な提案がだされている。例えば，同一等級の労働者の技能の相違を賃金に反映

させるために，いままでは技能給 (Ha且6印刷 3a npo併CCHOHaJIbHOe MaCTepCTBo) が実践されてきている。こ

れに対して，クリーギン (8. KYJIHrHH) とオシポフ(c. OCHnoB) は，可動的な(スライド式の)賃率額の
ホワイトカラー

導入を提案している。これは賃率額「ヴイルカ BHJIKaJ の提唱であり，労働者l乙，職員と同じく，いわば

範囲職務給を適用しようというものである。乙れは(ハンガリーではすでに実践され，その経験の評価を

めぐって賛否両論があるようであるが)ある意味では，彼らによれば，今回の賃率改革の 1 つの「論理的

発達」とも考えられるので，乙れからの展開が注目される。

そして最も重要なことは，乙の改革を実施するための財源の問題について「原則的に新し(民
措置が策定された乙とであろう。いままでは賃率および俸給が国家予算によって高められてい

た。乙れに対して，今後は(それらの引き上げl乙)必要な資金が労働集団(企業)自身によっ
(102) 

て稼得されなければならなくなったのである。乙の方法は(経済実験の一環として)白ロシア
(103) 

鉄道において実験され点検された。
(104) 

それぞれの企業は，その資金を，いかにして捻出するのか?その財源としていくつか考えら

れまた具体化されているが，エストニア共和国のタリンスク機械製作工場の実践はその標準的

間B.凹ep6aKOB， Y Ka3. CO可.， CTp. 31. 

側 CM.， αCOUHaJIHCTH'-leCKHH TPYが， 1987, M3, CTp. 7 -48. 

(99) CM. ， αCOUH制HCTH'leCKHH TPY.ll>), 1987, Ml , Cη. 11. 

(1ω) CM., (( 3KOHOMH'IeCKHe HaYKH内 1988 ， N.06, CTp. 34 -40. 

(101) rソ連共産営第27回大会資料集.1， 166ページ。

(11Tl)唱CM.， COI.¥HaJIHCTH'IeCKHH TPY.ll内 1987，却し CTp. 9. 

(103) rソ連共産党第27回大会資料集.1， 166ページ。

(1悦)例えば，①生産量の計画課題の引き上げで賃金フォンド自体を拡大する乙と，②根拠薄弱になった名種加給

金や刺激効果の薄れた賞与などを整理する。③技術革新等で実情にあわなくなった労働支出ノルマ(時間ノル

マ，出来高ノルマ)の見直しで，現在相当額にのぼるノルマ超過稼得を整理する。④作業場ごとに要員必要量

を査定しなおし(職場考課) ，余剰人員を整理する。⑤企業全体の計画目標の超過達成，品質改善等で利潤か

らのボーナスフォンドを増やす，等がおもな方法である。(大津定美著 r現代ソ連の労働市場.1，日本評論社，

1988年， 167-168ページ。)
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(105) 

な事例であると考えられる。この工場では，新しい労働支払条件へ移行するためには， 1 カ年

l乙， 645 ，000ルーブルが必要で、あることが判明した。そして，そのための資金源としてつぎの

ものが予定されたのであった。

(1)賃金フォンド自体が，その年次拡大計画によって， 90， 000--100 ，000ルーブルへ増額する

乙と，

(2) 全従業員の 2.5% に相当する50人を解職し，賃金フォンドを145 ，000ルーブル節約するこ

と，

(3) (時間ノルマの改正，追加支払のヨリ厳しい適用，プレミアム規定の改正，時間外労働を

少なくすること，などの)賃金構造の変更によって， 200 ，000)レーブ、ルを捻出すること，

(4) 物質的奨励フォンドの一部分を不足分にあてること。

この事例から一定数の従業員の解職が資金源の 1 つであることがわかるが，この措置は(タ

リンスク工場だけではなく)今後その他の多数の工場においても賃率(俸給)額百|き上げ資金
。侃)

確保の重要な前提の 1 つになっていくと思われる。この賃金改革は単に賃金組織だけでなく人

事管理の多くの部門に大きな影響を及ぼすことになるであろう。事実， 1985年 7 月から経済実

験をはじめた臼ロシア鉄道では， 1987年10月 1 日までに，全従業員の13%に相当する 13200 人

が解職された。その内訳は， 5344人 (40.4%) が年金生活にはいり， 5149人 (39%) が他部門

に再配分され， 1107人 (8.3%) が配置転換され， 284人 (2 .4%)がいままで空席だった職務
(107) 

へ配置された。また，ある(新しい労働支払条件へと移行した)生産合同でも，スペシャリス
(1ω) 

トと職員の数が3158人から 2877人へ減少し，労働者も解職されている。現行の就職斡旋システ

ムそして従業員の教育訓練および再訓練システムの再検討が，緊急の課題として，提起きれて
(1ω) 
いるのは，このためである。

4. おわりに

現在すすめられている賃金改革は，基本的には，格差拡大方針をとっている。労働に応じた

分配原則そのものがたとえなんらかの格差を要求したとしても，その大きさをも自動的に決定

する乙とにはつながらないことを考えると，格差が拡大するかあるいは縮小するかは，それとは

別の要因に拠るものであることがわかる。これは，一言で云えば，それぞれの時代の諸条件の

(l邸) CM., (<COL¥HaJIHCTHlJeCKH� TPY.ll>), 1987, M4, CTp. 21. 

(l侃)新しい「賃率額および俸給額の企業での実施は人員の一定部分1の解職を前提としている叫( r新しい賃率

額…実施…勧告』より) ((< COL\HaJIHCTHlJeCK目前 TP阿川 1987，地2， CTp. 93.) 

(107) CM., B. 6剖HJIO， TpY.llOYCTpo�CTBO BbICB060淑灰HHbIX pa6oTHHKOB, (<Cou. TPY.ll>>, 1987, N~ ， CTp. 53. 

(1関) CM., (< COL\HaJIHCTHlJeCKHìí 叩Y.ll内 1987 ， .N:.06, CTP. 51. 

(l的) B. LUep6aKoB, Y Ka3. CO可.， CTp. 35. 
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反映である。

この乙とをあきらかにするために，あらためて，最近の具体的な数字をあげてみよう。例え

ば， 1965年には工業の技術労働者 (11T P) の賃金は労働者のそれの 146%であったが， 1970 

年には 136 %となり， 1975年には 124 %, 1980年には 115% となり，若干の部門の一連の企業
( 110) 

では両者の差が事実上なくなってしまっていた。このような現象は 11TP と労働者の労働の

複雑性や責任あるいは技能資格に差異がなくなったためではなく，賃金支払メカニズムの構造

上の欠陥に拠るものであった。すなわち，労働者は，出来高ノルマの超過遂行などによって，

物質的奨励フォンドおよび賃金フォンドから多額のプレミアムを得て，全体として「高い」賃

金を獲得することができたが， 11 T P は，月給制のもとにあり，また物質的奨励フォンドだけ

からしかプレミアムを得ることができないために，結果的には，労働者と 11TP の稼得賃金が

「均一化」に向かったのである。

このような状況のなかで，科学技術革命下の現代の生産を円滑にすすめていくためには技術

者〈そして熟練労働者)の労働意欲の高揚が不可欠であることが考慮されて，あらゆる「賃金」
(111) 

計算の基礎となる，賃率額そして俸給額に，いままで以上に格差をつけることが決定されたの

だ。

かくして，今日の賃金格差拡大政策は，科学技術革命の展開にあわせて熟練労働者や技術者

が必要になってきているにもかかわらず，いままでの賃金格差では労働者に自己の技能資格向

上への関心を呼ひeお乙したり技術者を積極的に生産へ参加させることができなかった，という

事実，の認識でありそれへの反応で、ある。乙の乙とは確かに，「刺戟」としての賃金の役割を

ソ連邦が「公式I乙」認めた乙とを意味しているが，果してそれは物質的「束リ戟」だけの重要性

を認めた乙とを意味しているのであろうか。
(112) 

ソ連邦の一般的理解に従えば，賃金格差縮小が客観的合法則性である。なぜならば，働き手

(110) 一般に今回の改革の背景にはつぎのような認識がある。「工業では， 11 T Pの賃金が， 1965年l乙は，労働者の

それよりも，平均して， 46%高かったが， 1980年には15%になった。賃金による刺戟化機能の遂行という観点

からすると，労働者とl1 TPの労働支払のとのような相互関係は，職種士の技量の向上，技能水準の向上， 11 

TPが責任ある仕事を遂行しようとする志向，を然るべく刺戟しなかった叫 (3KOHOM削eCKHe OCHOBbl CO即制HCT

削eCKoro o6pa3a 米H3HH B yCJlOBHHX pa3BHToro' COlUlaJlH3Ma, HaYKa, 1983, CTp. 148.) また， Op06J1eMbl OTHO山e

HHH pacnp回目eHHH， HaYKa, 1983, CTp. 80にも同様の指摘がある。

(lll) í現在，賃率制度を介した熟練向上刺戟化メカニズムが改善を必要としている叫 (傍点原文) (Op06J1eMbl 

OTHO凹eHHH pacnpeJleJleHHH, CTp. 95.) 

(112) í将来的には，労賃格差の縮小が客観的合法則性である叫 (COBeplUeHCTBOBaHHe pac目前且eJlHTe品HblX OTHO山間凶

B YCJlOBHHX HHTeHC岬HI個別H o6lUeCTBeHHoro npOH3BOJlCTBa, HayKa, 198ô, CTp. 140.) í様々な働き手範障の労働支

払水準格差の全般的傾向はその縮小…である叫 (E. TpeH凹KOB， OpraHH3al脚 onJlaThlTpYJla pa60可HX H cJly畑町X，

OpO仰3JlaT， 1986, CTp. 2 1.)乙の点，クニエリスキー (JI. KYHeJlbcKHH) は， 1981年 l乙，社会主義のもとでの賃

金格差の方向を長期的に考えれば，それは縮小傾向であると断じ，その全般的傾向の枠内でi一時的に拡大傾向

を示したり縮小傾向を示したりするにすぎない，と論じている。(九 KYHeJlbCKHH， 3apa6oTHaH nJlaTa H CTHMyJlHｭ

pOBaHHe TPYJla, CTp. 143-144.) 
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の労働の複雑性・強度・労働条件の差異がなくなり，国民経済の諸部門や環の社会的意義があ

る程度均一化する万向へ労働の内容や性格が変化していくからである。これはいわば賃金格差

を決定する「客観的要閣」で、ある。ただし，このような賃金格差の縮小はカムシパエフ ( P. 
(114) 

KaM凹6aeB) によれば，労働そのものの変化に正確に対応しながら実現されるべきものであり，

その過程を人工的に押し進めるならば，思わざる否定的結果(例えば，労働上の積極性が低下
(115) 

し，労働生産性も下がる乙と)が引きおこされることもある。

従って，賃金格差縮小という全般的傾向のなかで，国民経済発達の経済政策にあわせて賃金
(116) 

格差を拡大しなければならないこともありうるのであり，これがいわば「主観的要因」である。

この要因は社会主義国家が実施する賃金格差政策に代表され，国家は「国民経済発達の強力な

手記)として賃金格差を利用する。

乙の意味で，現在は，科学技術革命という条件下で，単純労働と複雑労働(すなわち，未熟練労働者と

熟練労働者，労働者とI1T P) の賃金格差を拡大する乙とが要求されている時代である。現代の格差拡大

は，熟練労働者が不足していたために労動の複雑性に応じた賃金格差が拡大された工業化の時代に似てい
(118) 

るが，賃金格差の要因として労働条件が重要視されている点で，相違している。

しかしながら，乙のこと自体は，あらためていうまでもなく，社会主義の賃金原則(労働に

応じた分配の原則)となんら対立するものではない。なぜならば，労働に応じた分配がそもそ

もはじめから格差を前提にしているからである。従って，なによりもまず，格差の幅(拡大か

縮小か)ではなく，格差そのものが社会主義の理念に反するものか否か，が問われるべきであ

ろう。
(119) 

この点，近年の注目すべきこととして，ソ連共産党綱領に「原則的に新しい」命題がつけ加

えられることになった乙とを指摘することができる。すなわち，社会政策の基本課題として，

社会的諸関係のすべての領域において，社会的公正(COl.(I1a.JIbHa兄 CnpaBe.ll.JII1BOCTb) の原則の完
(120) 

全な実現が提起されたのである。これは，賃金領域において，何を意味しているのか?

(113) E. MaHeBH'I, BOnpOcbl TpY.lla B CCCP, HaYKa, 1980, CTp. 136. 

(114) CM., COBepmeHcTBoBaHHe pacnpeJleJlHTeJlbHblX OTHO凹eHHH B yCIIOBH珂x……， CTP. 140~ 141 , 

(115) 乙の理解l乙従えば，過去にいくつかの否定的現象があらわれたことは乙の(縮小)を誤って機械的に実現し

ょうとした結果である，と云えるであろう。

(116) E. MaHe日間， YKa3. CO可.， CTp. 138. 

~lカ TaM )f{e, CTP. 137. 

(118) CM., COBepmeHcTBoBaHHe pacnpe且，eJlHTeJlbHbIX oTHomeHHH B yCJlOBHHX……, CTP. 140~ 141. 

(119) E. KacHMoBcKHH, COl.¥HaJlbHaH CnpaBe.llJlHBOCTb H COBepmeHCTBOBaHHe pacnpe.lleJlHTeJlbHblX OTHO凶eHHH B CCCP, 

(< 3KOHOMH'IeCKHe HaYKH>), 1986, .M12, CTp. 3. この「社会的公正」概念は，カシモフスキーによれば，いまま

で，哲学，科学的共産主義，倫理学，心理学，経済学，労働法などでの教科書で使われることなし政治学辞

典でも触れられていなかった。 (TaM )f{e.) 

(120) rソ連共産党第27回大会資料集.1， 165ページ参照。
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社会主義は，それ以前の社会の社会的不平等の根源をそれら社会の物的存在基盤である生産
(121) 

手段の私的所有に見出し，その廃絶を通して完全な「平等」を確立することをめざしている。

だが乙の乙とは，決して，人々が一元化・画一化される (YH叫II1Ul1pOBaTb) 乙とを意味していな

かったのであり，分配の領域でもその乙とは明白である。社会主義のもとで、は，それぞれの生

産者は，生産手段に対する平等のもとで，社会に与えたものと等しいものを社会からうけとる。

乙れが労働に応じた分配であり，人々は，能力の点でも，家族構成の点でも，不平等であるた

めに，平等は同時に不平等として現象する。

「公正」という概念があらためて重要視されるのはこのためであり，ルトケヴィチ (M. 
(122) 

PyTKeBl1'I) に従えば，社会主義のもとでは，「平等と公正は完全には一致しない叫従って，「不

平等の諸々の形態」のなかから，「社会主義の原則に照応し，それがために大多数の勤労者に

所与の条件のもとで公正なものとして体得されるもの」と「その原則に照応せず，それ故に，

不公平なものとして体得されているもの」を区別することが必要となってくるのだ。これは，

労働に応じた分配原則のもとで多数の働く人々が納得できる「公正な」格差を設定するととの

重要性を示唆する。

しかも，社会主義社会では，「それぞれの社会メンバーは，彼がいかに働いているかに関わ

りなしその人間的な本質的な，諸力，の再生産に必要な，最少限の生活手段J，あるいは換

言すれば，「労働に直接関係なしすべての市民の社会的およひ'文化的欲求の充足の一定71<<事」
(123) 

が保障される。そして，ソ連邦では，乙の命題が，過去何度かにわたる最低賃金の引き上げや

社会的消費フォンドの充実によって，具体化されてきた。

ソ連邦の労働者家庭の家計を検討すると，その収入源は，基本的には，働き手の賃金収入である乙とが

わかる。だが，公式(統計)的には，その賃金と社会的消費フォンドから提供される物やサービスがその

家庭の所得を形成している，と云われている。なぜならば，住宅の維持費の補助，医療費が教育費が無料

である乙と，保育園の費用の企業負担， (休息の家，サナトリウムの利用を含む)レクレーション施設の

利用費の企業負担，等々，国家と企業が，社会的消費フォンドを通して，労働者家庭がその欲求を充足す

るために必要となる支出の一定部分を負担しているからである。乙れが「社会化された」賃金である。

例えば， 1980年には，労働者および職員の 1 カ月の平均は 168 ルーブルで、あり，社会的消費フォンドか

らの支払および特典を考慮に入れると，それは 232 ルーブルに達する。そして， 1 家族から，平均して，

1.8 人が国民経済において労働者および職員として働いていると考えられるので， 1 家族の平均所得は 1
(124) 

カ月418ルーブルになる(表 9 および表10を参照)。

(121)例えば，石川晃弘・川崎嘉元編『社会主義と社会的不平等ぉ青木書店， 1983年を参照されたい。

(122) CM.,M. PYT即日附， COlmaJIHCTH<leCKaH cnpaBe.llJlHBOCTb内 COl\HaJIOrH明CKHe HCCJIe~OBaHHH内 1986， .M3, CTp. 14-15. 
(1Zl) CM., JI. rOp~OH， COl脚JIbHaH nOJIHTHKa B C併pe OnJIaTbl TPY ~a ( Bqepa n cero且HH) ， αCO'-lHaJIOrH可eCKHe HCCJIe. 

~OBaHHH)) 1987，品化 CTp. 4. 

(124) CM.，刀. KYHeJIbCKHÌÎ, Y Ka3. CO可.， CTp. 92. 
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表 9 1984年度労働者およひ職員の平均賃金(ルーブル)

1 カ年平均 1 カ月平均

平均賃金(社会的消費フォン
3118 (3482) 260( 290) 

ドからの支払や特典を含む)

平均貨幣賃金 2218(2466) 185( 205) 

その内休暇手当 157 ( 190) 13 ( 16) 

社会的消費フォンドからの支
900(1016) 75 ( 85) 

払と特典(1人当り平均)

* ( )内の数は工業労働者のみのそれ
(出典) Hapo.llHOe X0351I1CTB. CCCP B 1984r., CTp. 428 から作成。

表 10 労働者およひ職員家族の所得構造(%)

1970年

家 族 の 総 所 得 100 

内 訳

収 入
72.0 

家 族 の 賃 金 (74.4) 

年金，奨学金，補助金および社会的
21. 5 消費フォンドからのその他の支払・ (22. 1) 

特典(教育や治療への補助を含む)

3.9 
高U 業 か ら の 収 入 ( 1. 3) 

2.2.6 
そ の 他 の 収 入 ( 2.2) 

* ( )内の数字は工業労働者家族のみのそれ
(出典) TaM )({e, CTp.427 から作成。

1975年 1980年

100 100 

22.2 71. 7 
(22.5) (74.2) 

22.2 22.8 
(22.5) (23.8) 

2.9 3.1 
( 0.9) ( 0.7) 

2.7 2.4 
( 2.3) ( 1. 8) 

1984年

100 

69.8 
(72.4) 

24.3 
(25.0) 

3.2 
( 0.7) 

2.7 
( 1. 9) 

かくして，社会主義賃金とは，最低限の賃金が制度的に保障されているなかで，それぞれの

働き手の労働の相違と関連した「公正な」格差が設定され維持されている(従って，格差がそ

れほど大きくなることはない)賃金であり，そのような「公正な」格差を無視した賃金が「不

公正な」賃金であり，それが「悪平等」として(すなわち，稼得賃金が労働の相違と無関係に

平均化される現象が，克服すべき「社会主義に無縁の」平等ゅ悪平等として)批判の対象とな

るのである。このことを(本稿で注目した)関心および刺戟という概念のなかでとらえ直すと，

働く人々が賃金格差を「公正」であると感じた時，単なる関心が刺戟へと転化し働く意欲が喚

起きれるということを意味している。しかも，その時に社会的利害と個人的利害が一致したと

考えられるので，この場合には賃金がいわば道徳的「刺戟」として作用したことになる。

本稿のいままでの行論をまとめる意味で，この社会主義賃金によって個人的な物質的関心が

いかに具体化・体現されているかをあきらかl乙して，社会主義のもとでの個人的な物質的関心

の意義(意味)を明確にしておきたい。
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個人と個人の利害関係を規定している。そして乙の個人的利害が労働の量と質に応じた個人的

これは，社会主義賃金の存在のもとで，物質的刺戟へと転

化する。すなわち，社会主義賃金が物質的「刺戟」として作用し，その賃金の大小が物質的関

心に影響を与え，それを物質的刺戟へと具体化させ，乙の刺戟によって人々は仕事へと駆り

それは，社会主義のもとでの個人と社会，労働l乙応じた分配は社会主義の経済法則であり，

な物質的関心を生みだすのであり，

としてたてられる乙とになる。社会主義のもとで，個人的な物質的刺戟が「物質的関心原則」

公式化され，社会主義経済運営において利用されるのはこのためである。

それと同時に，労働l乙応じた分配のあらわれは個人的利害だけではなく，社会的利害もその

あらわれである。労働に応じた分配は，各人が社会に支出した労働の社会的総労働に占める割

これによって勤労者は社会と個人との関連を知る乙とができ，社会のた合を定めるのであり，

めに働こうという意識が形成される。それ故，社会主義賃金が労働に応じた分配を正確に具体

化すれば，個人の労働が，従って個人が社会的に正しく評価されることになり，

金はいわば道徳的「刺戟」

その乙とで賃

この意味で，社会主義賃金自体が物としても作用することになる。

と道徳的「刺戟」の結合形態の 1 つである。それ故に，社会主義賃金を「刺戟」質的「刺戟」

ただ物質的関心を高めるだけでなく，一万では労働として作用させて人々を鼓舞する乙とは，

の量と質を正確に反映する乙とによって道徳的関心を高揚し，いわば道徳的刺戟を生みだす乙

乙乙に社会主義賃金と結びついた物質的関心の特殊性が存在する。社会主義のも

とでは物質的関心は社会主義賃金によって具体化されるが，その賃金が道徳的刺戟としての作

とにもなる。

用をもつことによって，物質的関心の利用は資本主義でのそれとは根本的に異なる役割を果た

すのである。社会主義のもとでも個人的な物質的関心が企業管理でも重要な役割をはたし，賃

金が管理の手段として利用され， しかもそのことが正当化されるとしたらこの特殊性のためで

ある。

社会主義の経済法
則であり，個人と
社会，個人と個人
の利害関係があら
われる
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社会主義 I 1.生産力の不充分き
での必然~ 2. 労働の異種性
性の梗概 1 3. 労働が生存手段である ζ と

• 社会主義での利害を
調和する最高の分配万式
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物質的刺戟の理論と実際 (II)

乙のように労働に応じた分配の具体的な存在形態としての社会主義賃金は，物質的「刺戟」

として作用すると同時に，本来は原理的には道徳的「刺戟」としても作用する。しかし，それ

には，労働の量と質が正確に定められねばならないという前提条件が満たされねばならない。

労働の量と質の決定は，それがいかにして決定されるかということは，最重要な問題の一つで

ある。それはもちろん社会によって客観的におこなわれねばならない。しかも，それは単に

「上から」一方的に決定されるのではなく，自己の労働がどのように評価されるかを労働者が

充分に納得できることが必要となってこよう。社会主義賃金は，いままでのようにプレミアム

部分だけではなし賃率部分も(国家によって全国一律に決定されるのではなく)それぞれの
(1お)

企業でその自己資金によって決定される万向が打ちだされてきた。従って，今後益々，個々の

従業員の労働がいかに評価され，その支払(賃金)決定にあたって働き手の意思がどれほど反

映されているのか，充分な参加のもとで「公正な」賃金が支払われているのか，の分折・検討

が必要になってくる。

なぜならば，現実の賃金格差が，労働環元ではなく，評価の結果にすぎないものであるため
_ ~ (126) 

に，なにが「公正な」賃金なのかという問題の解決には，働く人々の「主人公としての」参加

が大きな意味をもつからである。

(125) 賃金の刺戟化機能の重視傾向はある意味ではあきらかであり(但し，それは単に物質的刺戟だけではなくい

わば道徳的刺戟の高揚も意味しているのであり，その乙とを本稿では解明してきたつもりである)，そのこと

は賃金が労働成果と直接にリンクさせられてきたことにも見出すととができる。賃金と労働成果との直接的結

びつきはいままでもみられたが，その場合そのプレミアム部分が労働成果l乙結びつけられる乙とにとどまって

おり，今回の改革では賃率そのものが労働成果に結びつけられるようになってきた。これは労働l乙応じた分配

の原則の再検討を迫るものであろうか。

(1お) r働き手は，なによりもまず，同僚の賃金と比べて，自分の賃金がどれほどであるか，に興味をもっている。

この比較が公正惑あるいは不公正!曹の前提であるω (On.naTbl TPY.lla npH cOUHa.nH3Me, CTp. 83.) 
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